
会津若松市 市民部 市民協働課

協働する団体を募集します！

行政提案型協働事業

応募のてびき

もっと魅力ある
まちにしたい

地域の困りごと
を解決したい

暮らしやすい
まちにしたい

行政提案型協働事業とは……

市が提示した課題テーマの解決等に向けた事業を
市民公益活動団体から提案していただき、その提
案に基づき、提案団体と行政が「協働」で取り組む
事業です。

【募集期間】
令和８年１月１日（木）～２月13日（金）



〈 目 次 〉 
 

 

Ⅰ 協働とは ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

Ⅱ 提案型協働事業の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 １ 事業の趣旨 

 ２ 事業の種類 

   （1）市民提案型 

   （2）行政提案型 

 ３ 事業期間 

 ４ 業務料 

 ５ その他 

 

Ⅲ 課題テーマ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

Ⅳ 事業の流れ（行政提案型の場合） ・・・・・・・・・・・・・３ 

１ 応募 

（1）応募資格 

（2）応募方法 

２ 提案内容の精査 

３ 提案書類（最終版）の提出 

４ 協働パートナー選考審査会の開催 

 ５ 協働協定の締結 

 ６ 協働による事業の実施 

 ７ 事業報告書類の提出 

 ８ 業務料の精算 

 ９  事業報告会の開催 

 10  その他（情報の公開） 

  

Ⅴ スケジュール ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 

〔参考〕 

■ 協働パートナー選考審査会実施要領 ・・・・・・・・・・・・・７ 

■提案型協働事業Ｑ＆A・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 



1 

 

 Ⅰ 協働とは                                   

市の市民協働推進指針では、「市民により構成される市民公益活動団体と市とが、それ

ぞれの立場を信頼、尊重し、特性を活かし必要に応じて補いながら、それぞれの力を結

集し共通する公共的課題の解決や目標の実現に向けて取り組むこと」を市民協働として

定義しています。 

わたしたちの住む地域や社会には、さまざまな課題があります。その中でも、個人の

抱える課題ではなく、地域や社会に共通する問題や地域の魅力づくり、市民の生活がよ

り良くなるために必要な取組などが「公共的課題」です。 

それら複雑・多様化している公共的課題の解決や目標達成に向けて、市民公益活動団

体と行政がともに役割を担って、知恵と力を出し合う取組が「市民協働」です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅱ 提案型協働事業の概要                                  

１ 事業の趣旨 

  公共的課題の解決や地域の魅力づくりに向け、市民公益活動団体の持つノウハウや強

みを生かした提案を募集し、その提案を基に、提案団体と市とが協働で取り組むことに

より、多くの市民が、そうした取組に参画する活力あるまちづくりを目指します。 

 

２ 事業の種類 

（1）市民提案型 

  市民公益活動団体が、自らが認識する公共的課題の解決等に向けた事業を企画・提案

するものです。  

（2）行政提案型 

  市民公益活動団体が、市が提示した課題テーマの解決等に向けた事業を企画・提案す 

 るものです。 

※（1）・（2）ともに、提案団体が市の協働パートナーとなり実際に事業に取り組むこと 

を前提とします。なお、この「てびき」は「市民協働型」を募集するためのものです。 

「市民公益活動団体」とは？ 
本事業では、次に当てはまる団体を「市民公益活動団体」とします。 

不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とし、自発的・主体的に非

営利の社会貢献活動を行う団体で、法人格の有無は問いません。 

ただし、次に掲げるものを除きます。 

①政治活動や宗教活動を主たる目的とする活動であること 

②暴力団、または暴力団やその構成員等の統制の下にある団体 
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３ 事業期間 

  協働協定締結日（令和８年５月中旬を予定） ～ 令和９年２月末日（単年度事業） 

 

４ 業務料 

  １事業あたり、５０万円（消費税及び地方消費税を含む）を上限とした精算方式とし

ますが、一部または全部を概算払いすることができます。 

 〈注意点〉 

  ① 業務料は、企画提案の内容を精査した上で決定します。 

  ② 事業と直接関わりのない経費及び協働協定締結前に生じた経費は対象外です。 

  ③ 事業の実施により参加者の実費負担を超える収益があった場合の取り扱いは、団体

と市との協議により決定します。 

 〈参考：支出対象経費〉   

科 目 経費の例 

人件費 協定締結後の事業実施のためのスタッフの人件費 

報償費 講師などに対する報酬及び謝礼 

旅費 講師などの交通費や宿泊費、先進地研修等の交通費 

通信運搬費 事業に必要な資料などの郵送経費 

印刷製本費 事業に必要な資料などを作成するための印刷費・コピー経費 

消耗品費 事業に必要な消耗品経費 

会議費 会場使用料、会議に必要な機器・備品等の借上げ経費 

その他 提案者と市との協議により必要と認められた経費 

  ※飲食費や団体等の日常の運営に係る経費は対象となりません。 

 

５ その他 

  本事業では、協働事業の提案をいただき、その事業化の検討を行います。 

事業化の検討において合意形成に至った事業の実施には、本事業に係る令和８年度予

算の成立が前提となります。予算成立後、審査・選定を経て、予算の範囲内で事業を実

施します。 
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Ⅲ 課題テーマ                            

テーマ➀ 駅前公園と大町通りの賑わいの創出（担当課：まちづくり整備課） 

概 要 

市では令和８年度実施予定の福島ディスティネーションキャンペーンに併

せ、駅前公園の改修（フラット化）を今年度実施し、イベントや休憩散策等、

様々な目的で利活用が図られるよう改修を行っています。 

また大町通り全体の整備も完了し、駅前から大町通りまで、お年寄りから、

障がいのある方など、様々な方が利用できるようになってきました。 

一方で、大町通り自体、交通の通過点としての利用が多く、空き店舗等も増

加が課題となっています。  

提案へ

の期待 

駅前公園の改修は実施するものの、賑わいの創出には、官民連携の取組が必

要となってきます。 

地区や、地元商店街等との合意形成を行いながら、 

①駅前公園の積極的な利活用（年間を通じたイベントの実施） 

②大町通りの積極的な利活用（     〃       ） 

などを行い、駅前公園から大町通りを線で繋ぎ、エリア全体の価値向上につ

なげる取組についての提案を期待します。 

 

 Ⅳ 事業の流れ（行政提案型の場合）                                 

１ 応募 

（1）応募資格 

  以下の要件をすべて満たす市民公益活動団体です。 

  ① 会津若松市内に事務所及び活動場所を有していること 

  ② 市民公益活動を継続的・組織的に行っていること（または行う予定であること） 

    ③ 市内に在住または在勤する５名以上の者で構成されていること 

   ④ 組織の運営に関する規則（規約・会則等）があること 

  〈市民公益活動団体とは〉 

    不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与することを目的とし、自発的・主体的に

非営利の社会貢献活動を行う団体で、法人格の有無は問いません。 ただし、次に掲

げるものを除きます。  

・政治活動や宗教活動を主たる目的としている団体  

・暴力団、または暴力団やその構成員等の統制の下にある団体 

 

（2）応募方法 

  ① 提案書類（エントリー版）の提出 

・様式第１号 提案型協働事業 申込書 

・様式第２号 提案型協働事業 企画事業提案書 
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・様式第３号 提案型協働事業 収支予算書 

・様式第４号 提案型協働事業 自己紹介シート 

② 提出先 

市民協働課 

965-0873 会津若松市追手町２番41号（追手町第二庁舎１階） 

 TEL 39-1221（直通）、FAX 39-1420 

 e-mail kyodo@tw.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp   

 ※FAXの場合は、必ず電話にて着信確認をお願いします。 

③ 提出方法 

郵送、メール、FAXまたは持参 

④ 締め切り 

令和８年２月13日（金）午後５時必着 

  

※ 本事業について詳しくお知りになりたい団体の方には、個別の説明も可能です。 

希望される場合は、上記市民協働課の電話番号またはメールアドレスまでお問い合 

わせください。 

２ 提案内容の精査 

提案団体と担当課で、必要に応じて提案内容について精査します。 

また、１つのテーマに対して複数の提案があった場合には、提案団体と担当課、市民

協働課で、合同での実施の可能性などについて協議します。 

 

（令和８年度の予算成立後） 

３ 提案書類（最終版）の提出 

  作成した提案書類を市民協働課に提出していただきます。 

・様式第１号 提案型協働事業申込書 

・様式第２号 提案型協働企画事業提案書 

・様式第３号 提案型協働事業収支予算書 

・様式第４号 自己紹介シート 

 

４ 協働パートナー選考審査会の開催 

令和８年４月下旬に開催を予定している「協働パートナー選考審査会」において、 

「市民提案型」及び「行政提案型」に応募があった企画提案について提案団体にプレゼ

ンテーションしていただき、審査会が同一の審査基準により一体的に審査し、採択する

企画提案（団体）を選考します。 
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※選考審査会の詳細については、７ページの「提案型協働事業 協働パートナー選考審査 

会実施要領」をご覧ください。 

 

５ 協働協定の締結 

  審査員の意見やアドバイスなどを踏まえて必要に応じて事業内容の修正を行い、団体

と市の役割を明確にした仕様書を作成、仕様に沿った見積書を提出し、団体と市で協働

協定を締結します。 

 

６ 協働による事業の実施 

団体と担当課が仕様書に定めた役割に基づき事業を行います。 

事業内容やスケジュール、予算等の大幅な変更が必要となった場合には、速やかに両

者で協議するとともに、市民協働課へも連絡してください。状況に応じて選考審査会審

査委員に意見・助言を求め、団体、担当課、市民協働課で協議を行います。 

 

７ 事業報告書類の提出 

  事業終了後、速やかに作成し、市民協働課へ提出していただきます。 

 

８ 業務料の精算 

  事業報告書類に基づき業務料を確定し、精算します。 

 

９ 事業報告会の開催 

事業報告会において、実施した事業の実績のほか、事業の成果や反省点などを団体と 

 担当課のそれぞれが評価し確認し合った内容を発表していただくとともに、選考審査会

審査委員の講評を受けていただきます。 

 

10 その他（情報の公開） 

事業の実践にあたっては、団体と市の関係が公開された状態であることが必要です。 

また、情報の公開は、そのプロセスや成果などについての説明責任を果たすことにな

ることから、プレゼンテーションの内容、審査結果、事業の進捗状況、事業報告書類な

どについて、随時、市のホームページなどで公開します。 

団体においても、ホームページやＳＮＳ、機関紙等を活用し、積極的な周知に努めて

ください。 
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 Ⅴ スケジュール                                 

令和８年 １月 1 日（木）  募集開始 

２月 13 日（金）  応募締め切り 

           ※提案内容の精査 

（令和８年度の予算成立後） 

  令和８年 ４月上旬      提案書類（最終版）の提出 

       ４月下旬      協働パートナー選考審査会の開催 

       ５月中旬      協働協定の締結、事業開始 

～令和９年 ２月 26 日（金）  事業終了、事業報告書類の提出 

      ３月上旬      業務料の精算 

       ３月中下旬     事業報告会 
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令和８年度 提案型協働事業 
協働パートナー選考審査会実施要領 

 

 

１ 趣 旨 

 令和８年度 提案型協働事業の実施にあたり、企画事業の内容を確認するとともに、

協働への理解促進と事業の成果及び審査手続の透明性を高める観点から、協働パート

ナー選考審査会において事業実施の可否を審査し、採択する提案の選考を行うものと

する。 

 

２ プレゼンテーションを行う者 

   企画事業提案団体の代表者又はその構成員 

 

３ プレゼンテーションの内容 

   企画事業提案団体は、提案書類（様式第１号～４号）を踏まえ、次の事項に関する

プレゼンテーションを行う。 

  (1) 団体紹介（主な活動・業務内容、これまでの実績など） 

  (2) 「公共的課題」に対する団体としての認識 

  (3) 目標とする事業の成果・効果 

  (4)「目的達成」・「課題解決」の手法（具体的な事業内容） 

・団体の持つノウハウ等をどのように生かしていくのか 

・人員体制やスケジュール など 

  (5) 事業実施にあたっての市との役割分担 

   ※原則としてパワーポイント等のパソコンソフトを使用した説明とする。 

 

４ プレゼンテーションの順序等 

  (1) プレゼンテーションの順序は、原則として応募の受付順とする。 

  (2) プレゼンテーションの時間は、１提案あたり１５分以内とする。 

    (3) プレゼンテーション終了後に、審査委員による質疑の時間を設ける。 
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５ 審 査 

(1)  「市民提案型」及び「行政提案型」に応募があった企画提案について、審査委員

が提案書類及びプレゼンテーションの内容をもとに一体的に審査する。 

（2） 審査は、別表審査基準の審査項目①～⑪について点数により実施し、総合得点（ 

各審査委員の合計得点を合算した得点）が満点の６割以上の得点の提案（以下、

「６割以上の提案」という。）のうち、総合得点の高い提案から順に採択する。 

（3） 「行政提案型」において、１つの課題テーマに対し複数の提案があった場合は、

6 割以上の提案のうち最も総合得点の高い提案を選考対象とする。 

（4） 審査結果（採択された提案及び団体）は市のホームページで公開する。また、個

別の結果（総合得点及び項目ごとの得点）は、当該提案を行った団体にのみ開示

する。 

 

 

【別表】 

審 査 基 準 

１ 事業の必要性 

① 企画事業の内容は、課題テーマの意図を捉えたものに

なっているか 

② 市が協働で取り組む必要性が認められるか 

２ 市民サービスの向上 

③ 事業実施により、質の高いまたは多様なサービスが提
供できる（もしくは、提供に資するものである）か 

④ 具体的な効果や成果が期待できるか 

３ 役割分担・相乗効果 

⑤ 提案団体と市との役割分担が明確かつ妥当なものであ 

るか 

⑥ 協働することにより、事業をより効果的に行うことが 

期待できるか 

４ 協働事業としての効果 
⑦ 今後、協働事業を実施する際の参考となるような内容 

か 

５ 事業の継続性・発展性 
⑧ 事業終了後の継続的・発展的な展開について考慮され 

ているか 

６ 団体の実施能力 
⑨ 団体の持つノウハウや特性が十分に生かされているか 

⑩ 市との協働事業を達成する能力が認められるか 

7 予算見積り ⑪ 予算の見積りが妥当か 

※①～⑪の１1 項目について、それぞれ１点～５点の点数制で評価する。 
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提案型協働事業 Ｑ＆Ａ 
 

１ 事業の概要                                 . 

Ｑ１ 市民提案型協働事業と行政提案型協働事業との違いは何ですか？ 

 Ａ 市民提案型が、市民公益活動団体が自ら認識する公共的課題の解決等に向けた事  

    業を企画・提案するのに対し、行政提案型は、市が提示した課題テーマの解決等 

    に向けた事業を企画・提案するものです。 

 

２ 対象となる事業                                                             . 

Ｑ２ すでに自団体で実施している事業は対象になりますか？ 

    Ａ これまでの取組の課題等を踏まえ、事業のブラッシュアップ（磨き上げ）や協働 

    による効果が期待できる新たな取組の追加等があれば対象となります。 

 

Ｑ３ 他の助成等を受けている事業は対象となりますか？ 

  Ａ 本市以外の助成等であれば問題ありません。 

 

Ｑ４ 複数年度にまたがる事業は対象になりますか？ 

  Ａ 原則として単年度事業を対象としています。ただし、前年度の取組の反省を踏ま 

    え、事業のブラッシュアップ（磨き上げ）等を行う場合は対象となる場合があり 

    ますが、審査は毎年度必要です。 

 

Ｑ５ 必ず行政と協働しないといけませんか？ 

  Ａ 本事業は、協働の推進を目的とした事業です。 

 

３ 応募資格                                                                   . 

Ｑ６ 市民公益活動団体とはどのような団体ですか？ 

  Ａ 本事業では、「不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とし、   

    自発的・主体的に非営利の社会貢献活動を行う団体」としています。 

 

Ｑ７ ＮＰＯ法人ではない任意の団体ですが、応募できますか？ 

  Ａ 市民公益活動団体（Ｑ６参照）であれば応募できます。 

 

Ｑ８ 個人でも提案ができますか？ 

  Ａ 事業を確実に実施するため、対象は団体としています。 

 

Ｑ９ 企業でも提案することができますか？ 

  Ａ 可能です。ただし、営利目的となる事業は対象外となります。 

 

Ｑ10 複数の団体で一緒に提案することができますか？ 

  Ａ 可能です。ただし、代表者は１名、業務料の振込口座は１口座となります。 
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Ｑ11 これから団体を立ち上げたいのですが、応募できますか？ 

  Ａ 可能です。ただし、エントリーシートの提出までに団体を立ち上げ、団体の運営

に関する規則（規約・会則等）や事業計画書、予算書を備えていること、また、

本事業終了後も継続的・組織的に市民公益活動を行っていくことが条件となりま

す。 

 

４ 対象となる経費・事業費                                                     . 

Ｑ12 人件費は、総事業費のうちどのくらいまで認められますか？ 

  Ａ 特に定めていません。ただし、その額や割合も含めて審査会の審査対象となりま 

    す。 

 

Ｑ13 スタッフへの謝礼は対象となりますか？ 

  Ａ 団体の通常の運営に係る経費に該当する場合は対象となりません。 

 

Ｑ14 事業実施前または途中で業務料を受け取ることはできますか？ 

  Ａ 精算方式としますが、一部または全部を概算払いで受け取ることができます。 

 

Ｑ15 事業途中に団体の都合により業務の遂行が不可能となった場合は、業務料はどうな 

りますか？ 

  Ａ 業務の遂行が不可能になった事由によりますが、原則として、それまでにかかっ 

た経費は団体で負担いただきます。また、概算払いで業務料を受け取っている場 

合には、全額を返還いただきます。 

 

Ｑ16 業務料は、使い切った方がいいですか？ 

  Ａ 不要となった業務料は使い切らずに精算してください。なお、事業終了後に提出 

    いただく収支報告書・領収書等の確認後に、本事業に不要・不適とされた支出に

ついては、業務料の対象となりませんので、ご注意ください。 

 

Ｑ17 業務料は収支予算書どおりに支出しなければいけませんか？ 

  Ａ 大幅な変更が必要な場合は、協働パートナーである市（担当課、協働・男女参画 

    室）へご相談ください。なお、協働協定で定めた業務料の額が上限となりますの 

    で、ご注意ください。  

 

５ 応募方法                                                                   . 

Ｑ18 同じ団体で複数の事業を提案することができますか？  

  Ａ できるだけ多くの団体の協働機会を創出するため、提案は１団体１事業とします 

が、行政提案型への提案は可能です。その場合には、両方の提案（事業）を遂行 

できるだけの団体の実施体制を確保することが前提となります。 

 

Ｑ19 エントリーシートにはイメージを記載すればいいでしょうか？ 

  Ａ 事業化検討会議をスムーズに進めるため、できるだけ具体的に記載してください。 
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Ｑ20 提案に対する市の担当部署がわからないのですが、どうすればよいでしょうか？ 

  Ａ その場合は、空欄で結構です。なお、エントリーシートの書き方については、随 

時、協働・男女参画室で説明いたしますので、お気軽にご相談ください。 

 

６ 事業化検討会議                                                             . 

Ｑ21 事業化検討会議とはどのようなものですか？ 

  Ａ 提案（エントリーシート）に基づき、提案団体と担当課、協働・男女参画室の３ 

者で、課題や事業の効果、役割分担などについての認識の共有を図り、事業化の 

適否を検討します。検討には、提案内容の一部修正や追加など、提案を実施可能

なものとするための交渉や申し出なども含みます。事業化の合意に至った場合に

は、提案団体と担当課で、提案書類（企画提案書・収支予算書等）を作成します。 

 

Ｑ22 提案書類の提出期限までに事業化の合意に至らなかった場合はどうなりますか？ 

  Ａ 次年度の提案に向けて検討を継続しない場合は、その時点で終了となります。 

 

Ｑ23 事業化検討会議は、何回くらい開催するのですか？ 

  Ａ 回数は定めていません。事業化の適否について合意に至るまで、必要に応じて 

開催します。 

 

Ｑ24 事業化検討会議の日程調整は誰がするのですか？ 

  Ａ 協働・男女参画室が行います。 

 

７ 審査方法及び審査基準                                                       . 

Ｑ25 プレゼンテーションの経験がないのですが、必須でしょうか？ 

  Ａ 必要です。企画提案書には書ききれなかった点や事業に対する思いなどについて 

プレゼンテーションしてください。 

 

Ｑ26 どのような方が審査委員なのですか？ 

  Ａ 審査委員会は、県内で市民公益活動団体の支援に携わっている方や経済団体等か 

ら推薦された方、市の職員などで構成されます。 

 

Ｑ27 審査結果は公開されますか？ 

   Ａ 採択された提案及び団体については、市のホームページ等で公表します。個別の 

    結果については、当該提案を行った団体にのみ開示します。 

 

Ｑ28 採択されなかった場合、次年度に同じ提案をすることはできますか？ 

  Ａ 可能です。 

 

Ｑ29 行政提案型協働事業に関する提案が優先されて採択されますか？ 

  Ａ 総合得点の高い提案から順に採択されます。 
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Ｑ30 提案の数が事業実施予定数を超えた場合、予算額の調整を前提に採択されることが 

   ありますか？ 

 Ａ ありません。 

 

８ 協働協定                                                                   .                                  

Ｑ31 提案団体と市は、どのような関係になりますか？ 

  Ａ 契約に基づく「受注者・発注者」ではなく、協働協定に基づく「協働パートナー」 

として、双方の役割を仕様書で定め、それぞれがその役割を果たしていきます。 

 

９ 事業の実施（事業内容）                                                     .                            

Ｑ32 いつから事業を実施できますか？ 

  Ａ 令和７年５月中旬の協働協定締結を予定しています。 

 

Ｑ33 事業の実施場所は、会津若松市内のみに限定されますか？ 

 Ａ 会津若松市内での実施を基本としますが、その効果が本市や市民に還元されるも 

のについては、例外として認められることがあります。 

 

Ｑ34 途中で事業をやめることはできますか？ 

 Ａ 特別な事由がない限り、やめることはできません。 

 

Ｑ35 途中で事業内容に大幅な変更が必要となった場合はどうすればよいでしょうか？ 

  Ａ 協働パートナーである市（担当課・協働・男女参画室）へご相談ください。３者

での協議や審査委員の助言を基に、必要に応じて協働協定の変更等を行います。 

 

１０ 事業報告                                                                 .                                  

Ｑ36 事業報告は、報告書・収支決算書の提出だけでしょうか？ 

  Ａ 協働の成果を広く周知するとともに、提案型協働事業がさらに効果的な事業とな 

るよう報告会で報告していただき、審査委員の講評を受けていただきます。 

 

１１ 情報公開                                                                 .                                  

Ｑ37 事業実施中も情報を公開する必要はありますか？ 

  Ａ 事業のプロセスや成果などについての説明責任を果たすことが重要であることか 

ら、積極的に公開してください。 

 

Ｑ38 団体にはホームページがなく、ＳＮＳも使えません。 

  Ａ 市でもホームページで掲載しますので、積極的に情報を寄せてください。 
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１２ その他                                                                   .                                   

Ｑ39 過去に行政提案型協働事業で実施した事業を提案することができますか？ 

  Ａ 過去の取組の課題等を踏まえ、事業のブラッシュアップ（磨き上げ）や新たな取 

    組の追加等があれば対象となります。 

 

Ｑ40 事業費の上限は50万円ですか？ 

  Ａ 市の業務料の上限は50万円ですが、市以外の助成金や自己資金等も含め、事業費 

が50万円を超える事業をおこなっても構いません。 

 

Ｑ41 参加者から、実費をいただいても構いませんか？ 

  Ａ 構いません。例えば、参加者の飲食代は業務料の対象となりませんので、参加者 

から実費をいただくか、団体の自己資金などで対応してください。 

 

Ｑ42 収益をあげても構いませんか？ 

  Ａ 収益の全部を事業費に充てるのであれば構いません。事業費に充てない場合は、 

その分を差し引いて業務料を支払います。 

 

Ｑ43 物品等を購入する際に、クレジットカードを使用しても構いませんか？ 

  Ａ 団体又は代表者名義のクレジットカードであれば構いません。なお、それ以外の

名義のクレジットカードを使用する場合には、代表者が作成した申出書を提出し

ていただきます。また、いずれの場合でも、事業報告の際には、口座から引き落

としされたことを証明する書類（写し）の添付が必要です。 

 

Ｑ44 本事業は、大規模な事業や目標達成のために複数年の期間を要する事業に取り組む

には適さないと思いますが、業務料上限額の引き上げや複数年度にまたがる事業も

対象となるように検討していますか？ 

  Ａ 本事業は、協働機会を創出するための事業ですので、現時点では業務料上限額の

引き上げや複数年度にまたがる事業を対象とすることは検討していません。協働

は目的達成のための手段の一つです。本事業でなくとも市や他の機関・団体と協

働することは可能ですので、協働で取り組んでみたい事業がありましたらお気軽

にご相談ください。 
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